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告 示

�愛媛県告示第３７４号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都渋谷区笹塚２－１－６ ＪＭＦビル笹塚０１（８階）

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和６年８月１９日、令和６年８月２６日、令和６年９月９日の３

日間

４ 講習場所

松山市南堀端町２番地３ ＪＡ愛媛

リジェール松山

５ 受講料

２０，０００円

�������
�愛媛県告示第３７５号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都渋谷区笹塚２－１－６ ＪＭＦビル笹塚０１（８階）

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和６年８月１９日、令和６年８月２６日、令和６年９月９日の３

日間

４ 講習場所

松山市南堀端町２番地３ ＪＡ愛媛

リジェール松山

５ 受講料

２０，０００円

�������
�愛媛県告示第３７６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ダイレックス新居浜高専通り店

新居浜市庄内町一丁目８９５番２ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 五味 肇

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 理容師法による講習会の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…３３１

○ 美容師法による講習会の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３３１

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…３３１

○ 土地改良事業の工事完了の届出………………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…３３２

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可……………………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）…３３２

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…３３３

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…３３３

○ 道路の区域変更（県道一本松城辺線）……………………………………………………………………………………………（南予地方局愛南土木事務所）…３３３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３３３

○ 道路の供用開始（県道大洲野村線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…３３４

公 告

○ 令和６年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格並びにその審査の申請の時期

及び方法等………………………………………………………………………………………………………………………………………………（行政経営課）…３３４

○ 令和６年度において県が発注する建設工事関連業務に係る競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格並びにその審査の申

請の時期及び方法等……………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３３９

毎週（火・金）曜日発行 第５０３号 令和６年４月２３日

令和６年４月２３日火曜日 第５０３号
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住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 五味 肇

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和６年１２月５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，２５２平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

４７台

イ 駐輪場の収容台数

４４台

ウ 荷さばき施設の面積

６０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

６．６１立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和６年４月４日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間

縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第３７７号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、愛南町役場において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番地７号

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡愛南町福浦１８６７番から南宇和郡愛南町麦ヶ浦５番ま

での地先公有水面

� 区域

次の１点から４５点までを順次直線で結んだ線及び４５点と１点

を結ぶ春分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．３０ｍ 平成３１年３月２１

日現在）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町福浦１８６４番１地先 堤に設置された金

属鋲）は、北緯３２度５４分５７秒、東経１３２度３０分３０秒の地点

１点は、基点から真北１２４度０２分５０秒、２８．４８ｍの地点

２点は、１点から真北５６度３２分４２秒、３．６７ｍの地点

３点は、２点から真北５４度００分０８秒、６．０９ｍの地点

４点は、３点から真北５２度０２分２１秒、４．８４ｍの地点

５点は、４点から真北５０度２７分１４秒、４．８４ｍの地点

６点は、５点から真北４８度５４分２６秒、８．５２ｍの地点

７点は、６点から真北４８度１６分２２秒、７．０１ｍの地点

８点は、７点から真北４７度１８分０６秒、６．５１ｍの地点

９点は、８点から真北４８度４６分１１秒、６．１５ｍの地点

１０点は、９点から真北５１度４１分４６秒、７．４０ｍの地点

１１点は、１０点から真北５６度１１分１５秒、６．０３ｍの地点

１２点は、１１点から真北６２度１７分４２秒、６．９９ｍの地点

１３点は、１２点から真北６７度５５分２７秒、７．０８ｍの地点

１４点は、１３点から真北７３度３９分３４秒、７．１２ｍの地点

１５点は、１４点から真北８０度０１分５５秒、５．９９ｍの地点

１６点は、１５点から真北８４度１０分５１秒、５．９８ｍの地点

１７点は、１６点から真北８９度２８分１３秒、６．２９ｍの地点

１８点は、１７点から真北９５度０７分２２秒、６．６５ｍの地点

１９点は、１８点から真北９９度５３分１４秒、７．３６ｍの地点

２０点は、１９点から真北１０２度４９分３５秒、５．１６ｍの地点

２１点は、２０点から真北１０３度４３分２７秒、６．８６ｍの地点

２２点は、２１点から真北１０３度０７分０１秒、１０．２３ｍの地点

２３点は、２２点から真北１０３度１１分０３秒、１１．０５ｍの地点

２４点は、２３点から真北１００度０１分４２秒、６．８４ｍの地点

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 浅海地区
（松山市） 令和６年３月２２日
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２５点は、２４点から真北９７度２３分５０秒、５．６３ｍの地点

２６点は、２５点から真北９２度０６分１７秒、６．２７ｍの地点

２７点は、２６点から真北８３度３２分５９秒、４．８３ｍの地点

２８点は、２７点から真北７９度４９分４１秒、５．３５ｍの地点

２９点は、２８点から真北７１度５２分３５秒、６．３１ｍの地点

３０点は、２９点から真北６６度２２分４７秒、５．６５ｍの地点

３１点は、３０点から真北６４度４９分１１秒、６．２２ｍの地点

３２点は、３１点から真北６１度１６分０１秒、１１．６４ｍの地点

３３点は、３２点から真北６１度１０分１２秒、１１．１４ｍの地点

３４点は、３３点から真北５９度３５分５１秒、７．００ｍの地点

３５点は、３４点から真北６１度５７分０２秒、６．３４ｍの地点

３６点は、３５点から真北６７度１８分４２秒、７．６７ｍの地点

３７点は、３６点から真北７４度１０分２１秒、６．００ｍの地点

３８点は、３７点から真北７７度５５分４８秒、８．７９ｍの地点

３９点は、３８点から真北７７度３９分３９秒、０．８０ｍの地点

４０点は、３９点から真北７８度２７分２６秒、５．０７ｍの地点

４１点は、４０点から真北９８度１２分１８秒、５．４８ｍの地点

４２点は、４１点から真北１００度４４分０５秒、７．７４ｍの地点

４３点は、４２点から真北９９度３４分４６秒、２．５０ｍの地点

４４点は、４３点から真北７９度５３分５０秒、４．９１ｍの地点

４５点は、４４点から真北１６７度５３分２８秒、３．７１ｍの地点

� 面積

２１３８．２９平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

令和２年７月１４日 愛媛県指令２港第１６１号

４ しゅん功認可年月日

令和６年４月２３日

�愛媛県告示第３７９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和６年４月２３日

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

�愛媛県告示第３８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１）第１１８０７号 令和２年
１月６日 ミセスホーム㈱ 大下 博 松山市山越５－８－１５ 令和６年

３月１３日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１）第１７４４７号 令和２年
３月１２日 エアコンサービス西森 西森 栄二 松山市南吉田町１８４３－４５ 令和６年

３月１５日 管工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

６中局建（開）第３号

令和６年４月１２日
東温市田窪字海稲１１９７番１

松山市枝松５丁目７番１３号

不動産センター株式会社

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町広見１９３５番地７から

同町広見１９３５番地７まで

旧 ４．６～６．０ ０．０１５

新 １３．０～１４．８ ０．０１５
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公 告

�公 告

令和６年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随

意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加わろうとする

者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の申請

（以下「申請」という。）の時期及び方法等は、次のとおりである。

なお、既に令和６年度の建設工事に係る資格を有する者について

は、この公告に基づく手続は、要しない。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事

 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

� 解体工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

エ 共同企業体要綱第２３条から第２７条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第２８条第２項の通知を受

けた地域維持型建設共同企業体（地域維持型建設共同企業体

が加わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町広見１９３５番地７から

同町広見１９３５番地７まで
令和６年４月２３日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町宇津乙１０５１番７から

同町宇津乙１０５０番７まで
令和６年４月２３日
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を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）において、随時受け付け

る。ただし、特定建設工事共同企業体及び地域維持型建設共同企

業体に係る申請の時期については、別に公告するところによる。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページ（https://www.pref.ehime.jp/site/nyusatsu

/7456.html）からダウンロードするか、又は別表の提出先に請

求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参又は郵送により提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体及び
地域維持型建設共同企業体に係る申請書類の請求先及び提出先

については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和６年度の建設工事に係る競争入札等について効力

を有する。ただし、特定建設工事共同企業体又は地域維持型建設

共同企業体に係る資格は、それぞれ当該特定建設工事共同企業体

又は当該地域維持型建設共同企業体を結成して加わろうとする競

争入札等について効力を有する。

９ 令和７年度及び令和８年度の資格審査

令和７年度及び令和８年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、令和６年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問合せ先

（制度全般）

愛媛県総務部総務管理局行政経営課

入札監理グループ

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９－９６８－２２９４

（申請・受付）

愛媛県土木部土木管理局土木管理課

契約・建設業グループ

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９－９１２－２６４３
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部土木管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４３

県外

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５５号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線３０８、３０９）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０８、４４８）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２、２６８）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９０９－８７６９（ダイヤルイン）

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局�万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡�万高原町�万１９０番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５、４１６）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０４）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６、４０７）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所用地管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線１３４、１３５）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２０５）

南宇和郡
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様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書
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様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書
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�公 告

令和６年度において県が発注する建設工事関連業務（建設業法

（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事に関す

る調査、測量及び設計の業務をいう。以下同じ。）に係る競争入札

又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加わろう

とする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の

申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等は、次のとおりで

ある。

なお、既に令和６年度の建設工事関連業務に係る資格を有する者

については、この公告に基づく手続は、要しない。

令和６年４月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業種区分

� 測量業

� 建築関係建設コンサルタント業

� 土木関係建設コンサルタント業

� 地質調査業

� 補償関係コンサルタント業

� その他建設工事関連業

２ 建設工事関連業務に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア １に掲げる業種の事業のいずれかを営む者であって、次に

掲げる項目について知事の審査を受け、適格と認められた者

� 知事の審査を申請する日（以下「審査基準日」という。）

の直前２年の各事業年度における実績高の平均

� 審査基準日の直前に行った決算における自己資本の額

� 審査基準日における業種区分ごとの有資格者の数

イ 愛媛県建設工事関連業務共同企業体事務取扱要綱（令和元

年６月愛媛県告示第２０３号）第５条から第９条までに定める

資格要件を満たすものとして、同要綱第１０条第２項の通知を

受けた共同企業体（当該共同企業体が加わることができる競

争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 審査基準日前２年間において、振り出した手形又は小切手

が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている者

ウ 所得税若しくは法人税若しくは特別法人事業税（本県分に

限る。）若しくは地方法人特別税（本県分に限る。）又は消

費税を滞納している者

エ 県税を滞納している者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）において、随時受け付け

る。ただし、共同企業体に係る申請の時期については、別に公告

するところによる。

５ 申請書類の入手方法及び提出方法

� 入手方法

次のいずれかの方法による。

ア 県のホームぺージ（https://www.pref.ehime.jp/site/nyusatsu

/7455.html）からダウンロードする。

イ １０�の提出先に請求する。
� 提出方法

持参又は郵送により１０�の提出先に提出するものとする。
� �及び�の規定にかかわらず、共同企業体に係る申請書類の
入手方法及び提出方法については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和６年度の建設工事関連業務に係る競争入札等につ

いて効力を有する。ただし、共同企業体に係る資格は、当該共同

企業体を結成して加わろうとする競争入札等について効力を有す

る。

９ 令和７年度及び令和８年度の資格審査

令和７年度及び令和８年度の建設工事関連業務に係る競争入札

等に加わろうとする者の資格については、令和６年１０月に公示を

行う予定であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 申請書類の提出先及び問合せ先

� 申請書類の提出先及び申請受付に関する問合せ先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９－９１２－２６４３

� 制度全般に関する問合せ先

愛媛県総務部総務管理局行政経営課入札監理グループ

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９－９６８－２２９４



愛 媛 県 報令和６年４月２３日 第５０３号

３４０

様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書



愛 媛 県 報令和６年４月２３日 第５０３号

３４１

様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

令和６年４月２３日 発行


